























































　スポーツ法典の体系は以下の表 1 - 1 の通りである。
　第 2 編 ス ポ ー ツ の ア ク タ ー に お い て 資 格 の 義 務（Obligationde
qualification）が定められており、日本との比較においてこの点が最も相反
する点であるといえる。




























































































































































































































































































表 1 - 2 　「免状所持義務に関する条文（抜粋）」
スポーツ法典L.212- 1 条
　Ⅰ . 俸給を対価として、主もしくは副の職業として、恒常的に、季節的に、もしくは一時的に、











スポーツ法典L.212- 8 条　 2
　定められた資格を所持することなく L.212- 1 条Ⅰにいう職種を行う者を雇用すること、または
ヨーロッパ共同体のメンバー国もしくは欧州経済圏に関する協定の締結国の国民で行政庁が課す
試験を満足させることなく L.212- 7 条に違反して当該活動を行う者を雇用すること。
出典：小笠原正＝塩野宏＝松尾浩也『スポーツ六法2010』　757頁　（信山社 ,2010）
































































































































































































しても BEES に則って定められており、BEES 1 、BEES 2 、BEES 3 の 3
つが設けられている。
　BEES 1 は、18歳以上で 2 段以上を取得している者に受験資格が与えられ











　 1 次試験に合格した場合、 2 次試験を受験する資格が与えられる。 2 次試
験は、グループ A（筆記、口頭試験）、グループ B（教育方法としての柔道




























　試験内容に関しては、BEES 1 と同様、 1 次試験および 2 次試験に分けら




　 2 次試験では、BEES 1 と同様に、 3 つのグループに分けられているが、
配点が異る。グループ A（筆記、口頭試験）は、60点満点、グループ B（論
文、実践指導）は、80点満点、グループ C（柔道実技、形、柔術等）は、40



















































































































































































　スポーツ団体とは、スポーツ基本法第 2 条第 2 項で、「スポーツの振興の
ための事業を行うことを主たる目的とする団体」と定義がなされており、同



















































































































40号』 8 〜15頁　（創大企画 ,2019）









































　　日 本 相 撲 協 会 HPhttp://www.sumo.or.jp/IrohaKyokaiSocialResponsibility/
ketsubetsu　アクセス日　2019（令和元）10月24日






（ 7 ）L.212- 8 Estpunid’unand’emprisonnementetde15000eurosd’amendelefait
18
pourtoutepersonne.
DALLOZCode du sport 2018, annoté et commenté13eeditionpp.144.
（ 8 ）L.212- 8  1 ゚D’exercercontrerémunérationl’unedesfonctionsdeprofesseur,
moniteur,éducateur,entraîneurouanimateurd’uneactivitéphysiqueousportiveou
de faireusagedecestitresoudetoutautretitresimilairesansposséder la




（ 9 ）L.212- 8  2 ゚D’employerunepersonnequiexercelesfonctionsmentionnéesau
premieralinéade l’articleL.212- 1 sansposséder laqualificationrequiseou
d’employerunressortissantd’unÉtatmembrede laCommunautéeuropéenneou
d’unÉtatpartieàl’accordsurl’Espaceéconomiqueeuropéenquiexercesonactivité


















































































　　同法第 5 条第 2 項　「スポーツ団体は、スポーツの振興のための事業を適正に行う
ため、その運営の透明性の確保を図るとともに、その事業活動に関し自らが遵守すべ
き基準を作成するよう努めるものとする。」
　　同法第 5 条第 3 項　「スポーツ団体は、スポーツに関する紛争について、迅速かつ
適正な解決に努めるものとする。」
（31）コーポレートガバナンス・コードとは、「上場企業の行動原則をまとめたもので、








　ス ポ ー ツ 庁　http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/
スポーツ指導者資格制度の国際比較研究（宮原）　21
list/1372413.htmアクセス日　2019（令和元）年10月 9 日
（34）CTN（ConseillersTechniquesNationaux）とは、「国家専門技術顧問指導員」で
あり、「スポーツ専門技術顧問指導員（CTS）」に含まれている国家公務員の一種で
ある。その職務は、「全国レベルの指導管理者の研修教育、研究、調査、分析、活動
の組織・発展、スポーツマンの指導を行う」とされている。
　文部科学省委託調査・前傾注（11）　25頁
